
 

  

 

2026年 9月 17日（木） 

 

HTB北海道テレビは 2021年 4月、国連の SDGメディア・コンパクトに加盟しました 
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HTB とジャパンケーブルキャストが共同で開発 

テレビを活用した自治体情報配信サービスを鶴居村が導入 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道テレビ放送株式会社（本社：札幌市、代表取締役社長：寺内達郎、以下「HTB」）は、ジャパン

ケーブルキャスト株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役 COO社長業務代行：大熊 茂隆、以下

「JCC」）と共同で開発を行う「安全・安心 onチャンネル」（次世代データ放送サービス、Hybridcast*

を活用した自治体情報配信システム）が、この度、鶴居村に導入されることになりましたことをお知ら

せいたします。むかわ町、蘭越町、清里町に続き、道内 4例目の導入となります。 

鶴居村では、JCCが提供する IP告知システム、および『JC-Smart』を活用し、住民に行政情報を配

信しています。しかしながら、近年では住民の情報取得手段が多様化しており、より身近で分かりやす

く、必要な情報を確実に届けられる情報提供手段の充実が求められています。 

今回、既存の『JC-Smart』を刷新するとともに、日常的に利用されているテレビを新たな情報伝達手段

として活用し、スマートフォンとテレビ、それぞれの特性を生かした多重的な情報配信により、行政情

報の見逃しを防ぎ、住民が必要な情報をより確実に取得できる環境を整備します。 

鶴居村、JCC、HTBは、2027年 4月のサービス開始に向けて準備を進めてまいります。 

スマートフォンとテレビを組み合わせた情報配信基盤を通じて、住民の利便性向上と行政情報の確実な

伝達を図るとともに、安心・安全な地域生活を支える情報環境の実現を目指します。 

 

 *Hybridcast （ハイブリッドキャスト）は NHKが開発し、IPTVフォーラムが規格化したスマートテ

レビやスマートフォンの機能を活かした放送通信連携サービス 

※本システムの本運用開始は 2027年 4月を予定 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

北海道テレビ放送 技術局  

担当：樹山 (メールアドレス：hkiyama@htb.co.jp) 
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